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様式第３号(第１２条関係) 

会 議 録 

 会 議 の 名 称 令和６年度第１回吉川市総合戦略推進審議会

 開 催 日 時 令和７年２月１２日(水) 午後６時００分から午後７時４０分まで

 開 催 場 所 吉川市役所　３０３・３０４会議室

 
出席委員(者)氏名

石阪督規会長、石﨑博委員、近藤旭委員、岡安映昌委員、 

道垣内壮史委員、髙橋直子委員、西山亜弥委員、森田康二朗委員、

原田哲太郎委員

 欠席委員(者)氏名 瀬山紀子副会長

 

担当課職員職氏名

【担当課職員】 

政策室長　浅水明彦 

政策室主幹　島村善和 

政策室企画・市長室担当副主幹　相川美佐子 

政策室企画・市長室担当主査　三城肇 

政策室企画・市長室担当主事　黒須崚太 

政策室企画・市長室担当主事　能登亜実果 

政策室企画・市長室担当主事　加藤慧 

【関係課職員】 

こども福祉部副部長兼地域福祉課長　桜井健一 

こども福祉部子育て支援課長　飯野耕太郎 

こども福祉部保育幼稚園課長　日暮康博 

健康長寿部長寿支援課長　山口剛介 

健康長寿部健康増進課長　互英久 

市民生活部環境課長　安室晴紀 

産業振興部農政課長　森保美 

産業振興部商工課長　染谷憲市 

教育委員会副部長兼学校教育課長　野見山伸一 

教育委員会生涯学習課長　岩上勉



 2 / 16

 

会議次第と会議の

公開又は非公開の

別

１．開会 

２．あいさつ 

３．委員委嘱 

４．自己紹介 

５．会長・副会長の選任 

６．議事 

　（１）第２期吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

　（２）全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗

管理について 

７．その他 

８．閉会 

［公開・非公開］ 

　公開

 非 公 開 の 理 由 
(会議を非公開にした場合)

なし

 傍 聴 者 の 数 ０名

 

会議資料の名称

・次第 

・資料１　　　第２期吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に 

ついて 

・資料２　　　全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

進捗管理シート 

・参考資料１　吉川市総合戦略推進審議会委員名簿 

・参考資料２　吉川市総合戦略推進審議会条例 

・参考資料３　吉川市総合戦略推進審議会傍聴要領

 
会議録の作成方法

□録音機器を使用した全文記録 

☑録音機器を使用した要点記録 

□要点記録

 会議録確認指定者 石﨑博委員、近藤旭委員

 その他の必要事項 　

 審議内容(発言者、発言内容、審議経過、決定事項等)

  

事務局 

 

 

市長

 

１．開会 

 

２．あいさつ 

　本日は大変お忙しい中、各分野で活躍の皆様に貴重なお時間をい

ただき、深く感謝申し上げる。 

　総合戦略が打ち出されてから１０年以上が経過し、この間に、紛

争やパンデミックなど、世界情勢には様々な変化があり、日本の社

会状況も大きな変革の時を迎えている。吉川市の状況も以前とはか
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 なり異なる部分あると感じており、中でも特に顕著なのは、吉川市

においても人口が減少のフェーズに入り始めたということである。 

　現在、吉川美南駅東口周辺地区の開発を進めており、この進展に

伴ってある程度の人口増が見込めるところだが、やがては人口減少

に転じていく。そこで、市では、外部から人口を獲得することに力

を費やさないとの方向転換をしている。 

　そうした中で、特に、市街化調整区域の旭地区、三輪野江地区の

方々の幸福実感をいかに守り、向上させるかということが、人口減

少を緩やかにする一つの大きな方策であると考えている。そのため、

この地区での３世代同居や近居に対する補助金、特別に予算を組ん

での生活道路への対策、高齢者へのタクシーチケットの配布といっ

た取組などを進めてきた。 

　一方で、市のまちづくりの大きな目標、理念は一貫している。そ

れは、市民一人ひとりが数字ではなく、いかに幸福実感を感じられ

るのか、そして、いかに持続可能であるかということである。 

　今後、人口や予算規模など様々な縮小が見込まれる中で、最も重

要なポイントとなっていくのは、市民の皆様がいかに自分事として、

この吉川市のまちづくりの主体として関わっていただけるのかとい

うことだと考えている。 

　私は１０年前から、子どもたちと学校での「ランチミーティング」

や、様々な団体からの招きに応じた「どこでも市長」を実施し、子

どもたちや地域の皆様からまちづくりに対するご意見をいただいて

きた。そうした意見がまちづくりに反映され、実現することで、市

民がまちに誇りを持ち、まちづくりに自分事として関わっていただ

ける。そうすると、幸福実感の向上は、税金の多寡や人口の構成の

みにとらわれることなく、担保していけるのではないかと考えてい

る。 

　こうした視点を委員の皆様と共有させていただいた上で、皆様の

見地から様々なアイディア、ご意見をいただき、総合戦略の次の形

を作っていきたいと思っている。 

　何卒よろしくお願い申し上げます。 

  ３．委員委嘱 

　市長より委員に委嘱書を交付。 

  ４．自己紹介 

　各委員から自己紹介。 

  

 

 

 

 

会長 

 

 

５．会長・副会長の選任 

　―会長、副会長の選任― 

　石阪委員を会長、瀬山委員を副会長に選任。 

 

　―会長あいさつ― 

本日の会議は、各分野で活躍し、豊富な見識を持つ皆様に、さま

ざまご意見をいただく場となっている。 

石破内閣発足後、地方創生に向けた戦略を再構築する動きが見ら
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れる中で、これまで埼玉県は特段の施策を講じずとも、東京からの

人口流入により、南部地域を中心に人口増が続いてきた。しかし、

今後１０年間の展望においては、人口が増加する地域と、逆に人口

流出が進む地域の格差が生じることが予測される。 

先般、市長からも言及があったが、これまでのように、人口増加

を前提とした成長一辺倒のまちづくりではなく、人口減少を前提と

しつつ、住環境の質や生活の充実度を高めることによる幸福実感の

向上を目指し、市として何ができるかを真剣に考える必要がある。 

埼玉大学の学生の就職状況を見ても、現在は非常に好調であり、

多くの卒業生が都心の企業へと就職している傾向がある。埼玉で学

び、生活していた若者たちが東京２３区へと流出してしまう状況は、

寂しさを覚えるものの、昨今都心の住宅価格が高騰しており、住み

やすさの観点から、埼玉に戻ってくるという人口の還流が起こって

いる。吉川市としても、都会での生活に満足できなかった若者達を

いかに獲得するのかが重要な課題となる。 

これらの点を踏まえ、委員の皆様から忌憚ないご意見をいただき、

総合戦略をより良いものとしていきたいと考えている。 

また、昨今の傾向として、総合戦略を市の最上位計画である総合

振興計画に統合する自治体が多い。吉川市においても、将来的に総

合振興計画に統合していく可能性もあるが、次期計画においては、

吉川市に移住・定住することにより、どんなメリットがあるのか、

またどんな豊かさを得られるのか、そしてまちづくりに対する期待

感をより感じられるような計画を策定していく必要がある。 

本会議を有意義な会議とするため、委員の皆様からより多くご意

見をいただきたいので、よろしくお願いする。 

  

 

会長

６．議事 

―議事録署名委員の選任― 

議事録の署名委員として、石﨑博委員、近藤旭委員を選任。

  

事務局 

（１）第２期吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

資料１に基づき、事務局より説明。 

 （２）全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗管 

理について 

  

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

 

 

＜全体目標　みんなの幸福実感を追求する＞ 

＜基本目標１　子どもの笑顔と活気でまちを満たす＞ 

資料２に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫ 

全体指標の人口は減少傾向にあり、総合振興計画において設定し

た将来人口推計は、現状では達成が難しい状況である。人口はゆる

やかに減少しており、当面はこの状況が継続するものと見込まれる

が、目標値に近づけるための施策や対策などがあれば、ご意見をい

ただきたい。 
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子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

　基本目標の達成度について、評価指標としてＡ～Ｄで表記してい

るが、特に達成度がＣ、Ｄとなっている指標は、令和８年度までに

いかにして目標値まで近づけるのかを検討する必要がある。 

　また、瀬山委員より書面にてご意見及びご質問が寄せられている

ため、紹介させていただく。 

１点目に、Ｎｏ.１０「母子・父子自立支援相談件数」について、 

令和２年には１４８件だったが、令和４年には３４６件、さらに令

和５年に３９３件へと急増しており、目標値を大幅に上回っている

が、どのような背景や要因があるのか。 

２点目に、Ｎｏ.１１「ひとり親等の就労・資格取得に関する相談

のうち就職が決定した人数」について、達成度がＤとなっている。 

就職が決定した人数は２人となっているが、全体の相談件数は何名

か。 

 

　１点目について、母子・父子自立支援相談においては、母子福祉

自立支援員という専門相談員を配置し対応を行っており、令和２年

度は新型コロナウィルスの流行期であったが、相談業務は継続して

実施していた。 

その後、令和４年度に新たな自立支援員を採用し、相談対応日数

を週３日から５日に変更し、相談体制の強化を図った。 

昨今は、転入者が子育て支援課を訪れた際に、ひとり親であるこ

とや離婚を検討していることが判明した場合、速やかに適切な相談

へとつなげる体制を整えている。 

また、自立支援相談を活用した市民からの紹介により、新たな相

談者が増えるケースも見られる。さらに、離婚前の段階での相談が

増加していることも、件数の増加の要因であると考えられる。 

２点目について、令和６年度の相談件数４件に対し、就職が決定

した人数は２名という状況となっている。 

なお、本指標は、相談対応件数ではなく、母子・父子自立支援プ

ログラムを策定し、継続的な支援を行い、就職につながった人数を

成果指標としている。具体的には、相談者との面接を通じて、生活

状況、就業意欲、資格取得への取り組みを把握し、それに基づいて

支援メニューを策定する。さらに、定期的なフォローアップを実施

し、就職後のアフターケアも行うといった、伴走型の支援体制を構

築している。本指標に基づく相談件数は限られるが、より効果的な

支援を行うことを重視している。 

結果として、令和６年度は、現時点において２名の就労につなが

ったという状況である。 

 

　Ｎｏ．３３「子ども体験活動の実施事業数」について、本事業は

小学校区ごとに、子どもの体験活動実行委員会が組織され、ＰＴＡ

や地域住民、保護者などの有志により運営がなされている。例えば、

美南小学校のように児童数が多い小学校であれば、必然的に保護者

の人数も多いため、体験活動を活発に実施することも可能だが、三

輪野江小学校のように児童数が少ない小学校の場合は、体験活動を

継続することが困難な状況となっており、小学校間での格差が問題
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会長 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

となっている。 

　また、令和７年度以降に「吉川市ＰＴＡ連合会」が解散すること

で、小学校間の横のつながりも希薄になり、より格差が明確になる

のではないかという懸念がある。 

　ＰＴＡ活動も年々縮小傾向であり、それぞれの小学校区の有志の

保護者や一時的なボランティアのみで本事業を継続させることは、

もはや難しい局面を迎えているのではないか。 

 

　令和元年度の基準値が５０事業となっているが、令和６年度は１

７事業と、目標値との乖離が見られる状況にある。その要因や背景

について伺いたい。 

 

　子ども体験活動は、各小学校区において、有志の保護者等による

実行委員会が組織され、体験活動を実施している場合もあれば、Ｐ

ＴＡ活動の一環として実施している小学校区も存在する。 

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の流行により、子ども

体験活動を中止せざるを得ない状況が続いた。 

　その後、コロナ禍が収束し、子ども体験活動の再開に向け、各小

学校区の実行委員会の代表者を集め、意見交換や情報収集を実施し

たところ、体験活動が一時的に途絶えたことで、体験活動のノウハ

ウなどの引き継ぎが困難になっているという課題が明らかになっ

た。また、活動場所となる学校側も、子ども体験活動の目的や内容

について、十分に理解していない状況が見受けられたため、生涯学

習課から各小学校に対し、子ども体験活動に関する通知を送付し、

教育委員会として、支援をしていることを改めて周知したところで

ある。 

　また、ご指摘のとおり、小学校区によって、体験活動の内容や回

数に温度差が生じていることも課題となっている。この状況を踏ま

え、令和６年度より、特定の小学校区に限定せず、市内全域の子ど

もが参加できる事業を実施した。 

その一例であるが、とある小学校区で企画された「和菓子作り体

験」の実施に際し、オンライン形式を採用することで、他の小学校

区の児童も参加できるよう工夫を凝らした。 

子ども体験活動の事業数自体は減少傾向にあるが、体験活動の再

開が難しい小学校区の児童も参加できるような工夫を重ね、今後も

継続的な支援を図っていく方針である。 

 

コロナ禍を経て、オンラインの活用が進んだことにより、今後の

体験活動の在り方も変化していくと考えられる。この変化は、本事

業に限らず、他の地域活動などにも当てはまる。例えば、自治会の

活動、地域のお祭りなどが、コロナ禍で中断され、そのまま廃止さ

れた事例も少なくなく、かつて行われていたさまざまな活動が、コ

ロナを契機に終了してしまうケースが多く見られる。 

このような状況の中で、どのようにして地域活動を再生させるか、

あるいは新しい形にアップデートするかが重要な課題となる。地域

が徐々に脆弱化し、コミュニティの衰退が進むことを抑制するため、
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委員 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

自治体としても対応策を講じる必要があるのではないか。 

 

Ｎｏ．３５「家庭教育学級への参加者数」について、かつては１,

６９９名のであったものが、現在では２６６名にまで参加者が減少

しており、コロナ禍の影響を受けているものと思われる。 

コロナ禍を経て、現在はオンライン形式の説明会や講演会が普及

しており、本事業もオンライン形式の導入により、参加者の増加が

見込まれると思われるがいかがか。 

 

　家庭教育学級は、各小中学校区のみならず、幼稚園や保育園も対

象としている。小中学校区においては、ＰＴＡ活動が再開され、講

演会が開催されるなど、徐々に活動が再開されているが、幼稚園や

保育園においては、コロナ禍において保護者が集まることが制限さ

れ、現在も同様の状態が続いていることから、依然として再開が困

難な現状にある。 

 

　コロナ禍が収束し、すでに２～３年が経過していることを踏まえ

ると、対面とオンラインのハイブリット形式を導入するなど、新た

な手法や取り組みを検討していくべきではないか。 

 

　令和６年度に開催した家庭教育学級の講演会において、来場者に

アンケートを実施したところ、約５０％の方が対面での参加を希望

し、オンライン参加を希望したのは、全体の約３０％程度であった。

対面での開催を望む声が一定数存在することを踏まえた上で、今後

の開催手法等について、引き続き模索していきたいと考えている。 

 

　地域におけるさまざまな行事や活動が、減少傾向にある要因とし

て、コロナウィルス以外にも、夏の暑さも一因となっているのでは

ないか。工専工業会では、毎年夏祭りを開催しているが、猛暑によ

り熱中症の危険が伴うことから、一時開催が危ぶまれるという状況

があった。 

 

近年、猛暑により地域活動等が中止となる問題が増加している。

例として、小中学校の屋外プールは、熱中症の危険が伴うため、自

治体によっては、公営や民営の室内プールを活用し、授業を実施し

ているところもある。 

夏の行事や地域活動については、従来と状況が異なり、かなり厳

しい状況であることは事実である。このような状況下において、参

加者の安全を確保しながらも、どのような活動が可能なのか、慎重

に検討する必要がある。 

 

　Ｎｏ．２５及び２６「学力を伸ばした児童生徒の割合（埼玉県学

力・学習状況調査）」について、令和６年度においては、小中学生と

もに学力を伸ばした児童生徒の割合が減少している。この要因とし

て考えられるものはなにか。 

 



 8 / 16

 学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　埼玉県学力・学習状況調査とは、小学校４年生から中学校３年生

までを対象に、県が作成した問題を用いて、学力や学習状況等を測

定するため実施されるものである。 

　令和６年度の割合は、児童生徒の学力が伸びていないように見え

るが、平均正答率の観点から見ると、中学２年生の国語・数学・英

語を除き、すべての学年で県平均を上回っているという結果が出て

いる。 

学力層に関しては、上位層、中位層、下位層という階層が存在し、

中位層、特に下位層については学力の伸びが見られた。これに対し

て、上位層については、すでに高い学力水準にあるため、学力の伸

びが少ないという結果になった。 

さらに、令和５年度から令和６年度にかけての変更点として、従

来の紙ベースのテストから、コンピューターを用いたＣＢＴ（Ｃｏ

ｍｐｕｔｅｒ Ｂａｓｅｄ Ｔｅｓｔｉｎｇ）方式に移行した。この

変更が、学力の向上にどの程度影響を与えたかは現時点で明確では

ないものの、全体的には例年と同様の傾向が見られる。 

 

テスト方式の変更があったものの、平均正答率は特定の科目を除 

いて、県平均を上回っているというデータが示された。とはいえ、

令和６年度の指標を見るに、学力を伸ばした児童生徒の割合は低く、

目標値に届いていない状況となっている。 

児童生徒の学力向上は、容易なことではないが、いくつかの方法

が考えられる。例えば、他の自治体で行われているように、学習塾

に通うための費用を補助することや、夏休み期間を利用して、小中

学校に塾の教師を招き、補習授業を実施することなどが挙げられる。

このように、自治体の積極的な支援も重要となってくる。 

特に学力が低い子どもたちに対しては、ボランティアや地域住民

の協力を得て、放課後に学習支援を行うなど、学校だけではなく、

地域全体で子どもたちを支えていく姿勢が、学力向上につながるも

のと考えられる。 

次年度においても、学力を伸ばした児童生徒の割合が低迷するよ

うであれば、市として何かしらの対策を講じる必要があるのではな

いか。

  

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

事務局 

＜基本目標２　豊かで住みよい暮らしをつくる＞ 

資料２に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫ 

Ｎｏ．５５「スポーツイベントの参加者数」は、年々増加してい

る一方で、市民意識調査において、住み心地が悪いと感じる理由の

１つとして「スポーツ施設の整備」が挙げられている。 

このことから、需要と供給が一致していないのではと推察される

が、例えば小中学校の体育館が開放されていれば、幾分か不満も少

なくなるのではないかと思うが、体育館の開放状況はいかがか。 

 

　市内の小中学校は、原則として学校教育に支障をきたさない範囲
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事務局 

 

 

 

 

 

で開放されており、利用者が使用料を一部負担することで、運営を

行っている。 

また、老朽化やエアコン設置など、施設の整備・維持には多くの

コストを要するが、既存の資産を有効に活用していきたいと考えて

いる。 

 

　Ｎｏ．３６「吉川市の住み心地について良いと回答した割合（市

民意識調査）」について、居住地によって、実感が異なるのではない

か。もし可能であれば、地域ごとの割合についてご教示願う。 

 

　市民意識調査の結果については、すべて年齢や地域別に把握をし

ているが、あくまで内部用の資料に留めている。 

その理由として、回答を地域別に分類し、分析を行うことは可能

であるものの、地域によっては回答数が少なく、統計的な資料とし

ての精度や信頼度が低下してしまうことが挙げられる。よって、地

域ごとの調査結果として公表することは、差し控えているといった

状況である。 

 

　地域間での差異は大きく見られるのか、それともほとんど差がな

いのか。この点についての見解を伺いたい。 

 

例えば、バスの利用に関する項目は、地域差が見られるが、幸福

実感など、その他全般的な項目については、顕著な地域差はそれほ

ど見られない。 

 

おそらく、バスの利用に関しては地域差が大きいと考えられる。

一方で、例えば「自然環境の多さ」などは、どの地域に住んでいて

も、それほど大きな地域差はないものと思われる。 

 

　Ｎｏ．３６「吉川市の住み心地について良いと回答した割合（市

民意識調査）」で「良い」と回答した人の割合と比較して、Ｎｏ．３

７「吉川市に住み続けたいと回答した割合（市民意識調査）」で「住

み続けたい」と回答した人の割合が、僅かに減少しているように見

受けられる。 

つまり、住み心地が「良い」と感じていながらも、「住み続けたい」

とは思わない人が一定数存在することが推察される。 

市民意識調査において、住み心地が良いと回答しながらも、住み

続けたくはないと回答した人の理由を分析すれば、何かヒントにな

るのではないか。 

 

　住み心地に関する設問については、自由記述欄を設けているが、

回答内容は多岐にわたる。回答にあたっては、「バスの便」や「自然

環境の多さ」などいくつかの項目に分類しているので、一定の傾向

は把握している。 

　一方で、住み続けたいかの定住に関する設問については、自由記

述欄を設けていないので、現時点での分析は難しく、「住み心地が良
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事務局 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

い」と感じながらも「住み続けたくない」と考える要因の特定は容

易ではないと考えられる。 

 

　本調査において、回答者は同一であるため、「住み心地が良い」と

回答しながらも、「住み続けたい」と回答しなかった人が、一定数存

在することは、自治体として重要な課題であると考えられる。 

すなわち、あくまで客観的には住み心地が良い環境であると評価

しながらも、いざ定住意向を問われると、ネガティブな意見を持つ

方が少なからず存在するということであり、定住に関する課題があ

ることを示唆している。 

例えば、先ほどの議論にあった「バスの便」などが関係している

可能性があり、車を所有していない人にとっては、住環境としては

魅力的であるものの、実際に住むには不便であると感じるケースが

あるかもしれない。 

このような観点からも、自治体としてさらなる調査と対応策の検

討が必要なのではないか。 

 

地域別の分析とは異なり、同じ回答に対する要素分析であるため、

技術的には実施可能であると考える。 

市民意識調査については、毎年６月頃に実施しており、無作為に

抽出した１，５００名の市民を対象に調査を行っている。 

令和６年度の調査・集計はすでに終了しているが、毎年継続的に

調査を行っているので、次年度に向けて、今回のご意見を踏まえた

対応を検討していきたいと考えている。 

 

　埼玉県においても、企業のヒアリング結果を集計・分析する作業

を実施しているが、令和６年度から生成ＡＩを活用した分析手法を

導入している。 

従来はデータ量が多く、分析が困難であったが、生成ＡＩの活用

により、短時間で一定の方向性を示すことが可能となった。特にデ

ータ量が多いほどその効果が発揮されるものと考えられる。 

今後、市民意識調査における分析手法として、生成ＡＩを活用し

てはいかがか。 

 

　これまで、調査結果の分析は担当職員が行ってきたが、多角的な

視点からの分析が求められる場面もあり、手間がかかるのが実情で

あった。 

今後、ご提案の分析方法も含め、より効果的な分析方法を模索し

ていきたいと考えている。 

 

　Ｎｏ．３７に関連して、「住み続けたくない」と感じる状況につい

て、個人的に思い当たることがある。 

私は長年、三輪野江地区に居住しており、近年、急速に人口が減

少していることを実感している。 

先日、旭・三輪野江地区の地域住民を対象に「人口減少をどのよ

うに受け止めるか」という議題で、市長キャラバンが開催された。



 11 / 16

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その中で、三輪野江小学校の令和１２年度の新入生が８名程度であ

ると知り、大きな衝撃を受けた。 

旭・三輪野江地区に居住する人々の多くも、私同様、将来に対す

る不安を抱えているのではないだろうか。 

現在は、自然環境に恵まれ、友人や知人との交流もあり、子ども

たちが遊ぶ環境も整っている。しかし、今後この状況が持続するか

どうかは不透明である。また、自分の子どもが大人になった時に、

この地域に住むことを勧められるかと問われたら、確信を持って勧

めることは難しいとも感じている。 

２０年後、３０年後もこの地域が現在の形を維持できるのかとい

うことについて、大きな危機感を抱いており、特に一部の地域では

消滅の可能性すら懸念される。 

また、先ほどバスの便に関する話もあったが、この地域にはスー

パーがなく、医療機関も少ない。現在は、移動手段を確保できるが、

高齢になったときに安心して暮らせる地域であるかについては、や

はり不安が残る。 

このような課題を解決し、安心して住み続けられる持続可能なま

ちづくりを推進していただきたい。 

 

「住み心地が良い」と回答した割合と、「住み続けたい」と回答し

た割合に約７％の差異があるが、この差が地域的な偏りによるもの

なのか、あるいは年齢層による違いなのか、といった点も重要であ

ると考える。 

また分析にあたっては、生成ＡＩなどのデジタル技術を有効活用

することが、より多角的な分析につながるのではないか。 

 

　Ｎｏ．５０「月１回以上の頻度で生涯学習を行っている市民の割

合（市民意識調査）」について、低下傾向が続いており、目標達成が

見込めない状況である。 

私は草加市において、地元の小学校でＰＴＡ会長を務めており、

さまざまな生涯学習活動を行う平成塾にも関わっているが、平成塾

に参加する市民も年々減少傾向にある。現在、社会全体として地域

活動が縮小傾向にある中で、目標値に到達するための具体的な施策

があれば伺いたい。 

　また、Ｎｏ．４７「地域コミュニティ活動に参加した市民の割合

（市民意識調査）」やＮｏ．５５「スポーツイベントの参加者数」に

ついては、僅かながら数値が増加している。 

これを見るに、必ずしもコロナ禍によってすべての活動が縮小し

たわけではないということが分かる。 

生涯学習は、主に高齢者向けの活動であると思われるが、他の活

動と組み合わせることで、活性化を図ることが可能ではないかと考

える。 

例えば、草加市の平成塾では、琴や華道などの伝統文化に関する

活動を行っているが、これらに加え、スポーツや各種行事などを取

り入れることで、参加者の増加が期待できるのではないか。 
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生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

　指標の数値が伸び悩んでいる点について、実数ではなく割合であ

ることに留意すべきである。本指標は、市民意識調査の結果による

もので、３３．７％から２９．５％への変動は、サンプルの影響に

よる可能性もあり、大きな変化とは言えないとも考えられるが、目

標値に至っていないことは事実である。 

 

　本市の生涯学習活動の主な拠点は、市民交流センターおあしすや

中央公民館などで、コロナ禍により公民館の利用者数が一時的に減

少したが、対前年比で利用者数が１８０％増加しており、利用状況

は回復傾向にある。 

公民館が主催する事業について、コロナ禍の影響で一時的に縮小

したものの、次第に元の水準に戻りつつある。令和４年度において、

主催事業の参加者数は１，４８５人であったが、その後、令和５年

度には２，３１８人へと増加している。 

具体的な方策としては、今後も主催事業を継続的に実施すること

で、市民の生涯学習活動への参加を促し、市民意識調査の数値向上

にもつなげていきたいと考えている。 

 

　主催事業の参加者数（実数）について、一人の参加者が複数回参

加した場合も、カウントされる点に留意する必要がある。そのため、

常連の参加者は頻繁に参加している一方で、全く参加しない市民も

存在する状況が考えられる。 

本指標は、「月１回以上の頻度で生涯学習を行っている市民の割

合」に着目しているが、市民全体の広範な参加には至っていないと

推察される。むしろ、熱心な参加者が継続的に活動に関与している

傾向があるのではないか。 

したがって、これまで生涯学習に関心を持たなかった市民に対し

て、どのようにして参加を促し、積極的に関与してもらうかが、今

後の課題の一つとなると考えられる。 

  

 

 

 

会長 

 

 

 

 

商工課 

 

会長 

 

 

商工課 

 

＜基本目標３　つながりで活力と魅力を創出する＞ 

資料２に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫ 

　瀬山委員からの質問として、Ｎｏ．７７「多様な働き方実践企業

認定件数」が減少している要因について、ご教示いただきたい。 

　また、この指標は累計なのか、それとも毎年新たに認定されるも

のなのかについても、併せて確認したい。 

 

　本指標は、累計件数を指標としている。 

 

　令和５年度は４２件だが、令和６年度に４０件となったというこ

とは、認定件数が２件減少したという認識でよいか。 

 

　そのとおりである。この企業認定制度は埼玉県が実施する事業で、

５年に１度の更新がある。この制度を活用することにより、例えば、
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委員 

入札への参加が有利になるなど、さまざまな特典を受けることがで

きる。 

 

　認定件数の向上に向けて、ＰＲ方法などが課題となると考えられ

るがいかがか。 

 

　市の広報紙に定期的に掲載しているほか、年に１～２回実施して

いる市内の約２００～３００社を対象としたアンケート調査におい

て、認定制度に関する周知を行っている。 

　また、事業者が来庁したときや職員が事業所を訪問する際にも、

制度に関する案内を実施しているほか、各種団体等の会議に参加し

た際にも、周知を行っているところである。 

 

　経済団体や商工会議所などとの連携により、本制度を周知するこ

とは可能か。 

　 

　商工会に依頼し、すでに案内を配付している。 

 

　Ｎｏ．８８「市公式ホームページアクセス数」について、埼玉県

全体として、ホームページのアクセスが減少している傾向が見受け

られる。 

一方で、ソーシャルメディアから情報を入手するケースが増えて

きているように感じるが、吉川市のソーシャルメディアの活用状況

はいかがか。 

 

　市の情報発信においては、可能な限り多くの媒体で情報発信を行

っている。 

　現在は、公式Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）のほか、令和６年９月から

ＬＩＮＥ公式アカウントの運用を開始し、間もなく半年が経過する

が、登録者数が伸び悩んでいるため、改めて周知を実施したいと考

えている。 

市としては、情報発信に関して、市民が利用しやすい方法を選択

し、情報を入手してもらうことを重要視している。 

 

埼玉県でもＬＩＮＥを導入しているが、「パパ・ママ応援ショップ」

との連携により、登録者数が数十万単位で増加したという事例があ

る。 

このように、他のサービスとソーシャルメディアを連携すること

で、効果的な情報発信を行うことができるのではないか。 

 

世代によっては、ホームページや広報紙を全く利用しないことも

あるが、ＳＮＳであれば大多数の人が利用している。特にＬＩＮＥ

は、多くの人が頻繁に利用しているＳＮＳであると思われるので、

情報発信の媒体として、有効なのではないか。 

 

近年の傾向として、検索エンジンからホームページに訪問するこ
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とが少なくなってきており、Ｙａｈｏｏ！の調査結果でも同様の傾

向が見られる。それに伴い、ソーシャルメディアから情報を入手す

る人が増えている。 

災害時などには、ホームページで情報を提供することが重要であ

るが、日常的な情報発信においては、ソーシャルメディアの活用が

有用であると思われる。 

 

Ｎｏ．８６「吉川市は認知度が高い（他市の人に知られている）

と回答した割合（市民意識調査）」について、達成度がＣとなってい

る。 

現在、多くの自治体がシティプロモーションに力を入れており、

著名人や団体と連携し、まちの魅力を市内外に発信している。 

効果的なシティプロモーションを行うことで、市外から人々を呼

び込むことに加え、市民が自分の住むまちに誇りを持つことができ

るのではないかと考える。 

市民のまちに対する誇りや愛着心の醸成には、ブランドイメージ

の強化が重要であると考えるが、認知度が低い状況を鑑みるに、具

体的な施策や対策を講じる必要があるのではないか。 

 

認知度の低さは、シティプロモーションにおける課題であり、市

民意識調査の結果からも「吉川市」という名称が、広く認知されて

いないという現実がある。 

　「吉川市は認知度が高いと回答した割合」６．１％という数値は、

同規模の市町村と比較しても低い数値であると思われる。 

 

　マスメディアへの情報提供回数について、令和５年度は１４１件、

令和４年度は１０６件、令和３年度は９６件となっており、さまざ

まな市政情報について、プレスリリースやホームページで積極的な

情報発信を実施している。その結果、実際に新聞やテレビで放送さ

れた件数は、令和５年度で１４１件中４３件となっており、成果向

上のためには、地道な努力による積み重ねが重要であると考えてい

る。 

また、１つ１つの積み重ねという点でいうと、「なまずサミット」

など、全国的なイベントが吉川市で開催されるなど、ブランドイメ

ージの強化にもつながっている。 

こうした機会を通じて、吉川市を対外的に発信することが、市内

外の認知度向上に寄与するものと考えている。 

 

大手のマスメディアへの情報発信が重要であることは言うまでも

ないが、情報発信の手段としてＳＮＳを活用することで、市民が情

報発信の担い手となる可能性もある。 

すなわち、ＳＮＳを利用する世代が関心を持つような情報を発信

することで、その情報を入手した市民が、ＳＮＳを通じて情報を拡

散することなどが考えられる。現代の若い人々は、ＳＮＳの情報に

影響を受けやすい傾向にあるため、ＳＮＳの活用が進めば、市民に

とってより身近で親しみやすい情報源となるだろう。 
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Ｎｏ.９０「フィルムコミッション事業実施回数」について、実施

回数が減少傾向にあるが、何か具体的な対応策はあるか。 

 

　フィルムコミッションについては、市のホームページに撮影支援

に関する詳細を掲載しているが、情報発信の方法を工夫することで、

今後さらなる成果向上の余地があると考えている。 

当市は東京に近いこともあり、関係者からは、撮影には適した環

境であるという話も聞いている。市だけでなく、関係団体とも連携

を図ることで、さらなる実績の向上が期待される。 

 

　吉川市の総合戦略は、計画全体を通して、推進のための三つの横

断的視点にデジタルの要素が含まれている。 

埼玉県においても、デジタル推進の進め方が従来とは変化してい

る。これまでは各課が個別にデジタルの活用方法を検討していたが、

現在は国を含め、横の連携を重視する方向へとシフトしており、一

つの課内だけで推進するのではなく、複数の課が連携して取り組む

ことが求められている。 

埼玉県でも、メタバースサービスに関して、昨年１０課からサー

ビスの導入について個別の提案があったが、今年度、１つのメタバ

ース空間でさまざまなサービスが提供できるように整備した。 

国においても、データ連携を非常に重要視しており、データ連携

なくしては、デジタルサービスの本来の価値を十分に引き出すこと

ができないといわれている。 

今回、各指標の数値の伸び悩みが指摘されているが、逆に数値が

向上している項目と連携させることによって、成果向上につながる

可能性もある。 

今後は、他部門との横のつながりも意識しながら、デジタル技術

を活用していくことが望ましいのではないか。 

 

　現在、当市ではＤＸ推進計画に基づき、国のシステム標準化に重

点を置いて推進を図っているところである。 

　今回委員からいただいたご意見をどのように組織に反映させるか

については、情報管理担当と調整を図りながら、検討を進めていき

たいと考えている。 

 

　本審議会における委員の意見を整理する。 

　まず１点目に、コロナ禍の影響により、多くの活動が一時的に中

断または縮小され、今後どのように再開・再構築するかが重要な課

題として挙げられた。 

　特に地域活動や学校を通じた事業が十分に復活していない現状が

ある。これらの活動を復活させるための新たな手法として、例えば

ハイブリッド形式を導入するのが有効なのではないか、という意見

があった。 

　２点目に、スポーツイベントの参加者数が年々増加するなど、市

民における運動やスポーツに関する意欲が高い一方で、インフラ整

備や公共施設の利活用に関する指摘もあった。 
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　３点目に、住み心地と定住に関する市民の認識について、「住み心

地が良い」とされる一方で、それが「住み続けたい」という意欲に

必ずしも結びついていないという点が問題視された。 

「住み心地が良い」という客観的評価だけではなく、住民自身が

「住み続けたい」と感じ、そして将来にわたって、子どもたちにも

「住み続けてほしい」と思ってもらえるようなまちづくりを進める

ため、デジタル技術等を活用した多角的な分析を行い、新たな取り

組みにつなげていただきたい。 

限られた時間の中で、十分に発言できなかった委員もいるかとは

思うが、いただいたご意見については、ぜひ今後の施策を検討する

上での参考としていただきたい。 

 事務局 

 

７．その他 

　なし

 事務局 ８．閉会 

 

 

 　以上、会議の内容に相違ないことを証するため、ここに署名する。 

　　　令和７年３月２７日 

　署名委員　　石﨑　博　（自署）　　　　署名委員　　近藤　旭　（自署）　


